
　Ａ社及びＢ社の間で、当課
税期間の ７月 １日に行われた
吸収合併については、Ａ社の

当該合併に係る課税期間の基準期間に対
応する期間におけるＢ社の課税売上高が
800万円であることから、Ａ社は、当該
合併を起因として課税事業者に該当する
こととはなりません。一方で、Ａ社及び
Ｃ社の間で、同課税期間の10月 １ 日に行
われた吸収分割については、当該分割に
係る課税期間の基準期間に対応する期間
におけるＣ社の課税売上高が3000万円で

あることから、Ａ社は、当課税期間の当
該分割の日から同課税期間の末日までの
期間について、課税事業者に該当するこ
ととなります。
　したがって、Ａ社の当該分割の日から
当課税期間の末日までの期間について、
同期間（10月 １ 日～ ３月31日）に係る課
税仕入れ2000万円及び課税売上割合90％
に基づき、一括比例配分方式に基づき仕
入税額控除の計算を行うと、当課税期間
に係る控除対象仕入税額は、1800万円と
なります。

A

　内国法人Ａ社（ ３月決算、設立 ５期目）は、当課税期間の基準期間及びその
特定期間（前課税期間開始の日以後 ６か月間）における課税売上高が1000万円
以下であるところ、当課税期間の ７月 １日に、Ａ社を合併法人及び内国法人Ｂ

社（ ３月決算）を被合併法人とする吸収合併が行われ、また、同課税期間の10月 １ 日に、
Ａ社を分割承継法人及び内国法人Ｃ社（ ３月決算）を分割法人とする吸収分割が行われま
した。このとき、Ａ社の当該合併及び分割に係る課税期間の基準期間に対応する期間につ
いて、Ｂ社（被合併法人）の課税売上高は800万円、当該期間のＣ社（分割法人）の課税
売上高は3000万円でした。
　加えて、Ａ社の当課税期間における課税仕入れ及び課税売上割合は下記のとおりであり、
仕入税額控除の計算方法として、一括比例配分方式が採用されています。
　この場合、Ａ社の当課税期間における課税事業者の判定、仕入税額控除の適用期間及び
課税売上割合について、消費税法上の取扱いをご教示願います。

【Ａ社の当課税期間における課税仕入れ及び課税売上割合】
　1　 ４月 １日～ ６月30日　課税仕入れ　1000万円　課税売上割合・85％
　2　 ７月 １日～ ９月30日　課税仕入れ　 500万円　課税売上割合・80％
　3　10月 １ 日～ ３月31日　課税仕入れ　2000万円　課税売上割合・90％

Q

消費税

吸収合併及び吸収分割があった場合の仕入税額控
除の取扱い
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【解　説】
１　納税義務の免税
　事業者のうち、その課税期間の基準期間
における課税売上高が1000万円以下である
者については、その課税期間の消費税に係
る納税義務が免除されるため、免税事業者
となります（消法 ９①）。

２ 　納税義務の免税に係る特例
　事業者のうち、その課税期間の基準期間
における課税売上高が1000万円以下である
者であったとしても、その課税期間に係る
特定期間（前事業年度開始の日以後 ６か月
間）の課税売上高が1000万円を超える場合
には、納税義務の免除に係る特例により免
税事業者とならず、課税事業者に該当しま
す（消法 ９ の ２ ①）。なお、特定期間にお
ける課税売上高1000万円以下の判定は、特
定期間における給与等の額により行うこと
もできます（消法 ９の ２③）。

３ 　納税義務の免除特例
⑴　吸収合併があった場合
　事業者のうち、その課税期間の基準期
間及び特定期間の課税売上高が1000万円
以下であるもの（合併法人）について、
その課税期間中に吸収合併があった場合
に、被合併法人の当該課税期間の基準期
間に対応する期間における課税売上高が
1000万円を超えるとき、当該合併法人は、
その合併があった日から同日の属する課
税期間の末日までの期間において、合併
があった場合の納税義務の免除に係る特
例規定により、課税事業者に該当するこ
ととなります（消法11①）。

⑵　吸収分割があった場合
　事業者のうち、その課税期間の基準期
間及び特定期間の課税売上高が1000万円
以下であるもの（分割承継法人）につい
て、その課税期間中に吸収分割があった
場合に、分割法人の当該課税期間の基準
期間に対応する期間における課税売上高
が1000万円を超えるとき、当該分割承継
法人は、その分割があった日から同日の
属する課税期間の末日までの期間におい
て、分割があった場合の納税義務の免除
に係る特例規定により、課税事業者に該
当することとなります（消法12⑤）。

４ 　仕入税額控除の適用期間
　免税事業者が、吸収合併・吸収分割があ
った場合の納税義務の免除に係る特例規定
により、その合併・分割があった日から課
税事業者となった場合には、当該合併・分
割があった日から同日の属する課税期間の
末日までの期間について、仕入税額控除の
規定を適用することができます（消基通11
－ １ － ８ ）。

５ 　課税売上割合の計算期間
　免税事業者が、吸収合併・吸収分割があ
った場合の納税義務の免除に係る特例規定
により、その合併・分割があった日から課
税事業者となった場合における合併法人・
分割承継法人の課税売上割合は、当該合
併・分割があった日から同日の属する課税
期間の末日までの間における資産の譲渡等
の対価の額の合計額及び課税資産の譲渡等
の対価の額の合計額を基礎として計算しま
す（消基通11－ ５ － ３ ⑵⑷）。
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６ 　事例の検討
⑴　基準期間及び特定期間による判定
　事業者のうち、その課税期間の基準期
間における課税売上高又はその課税期間
に係る特定期間の課税売上高が1000万円
以下である者については、その課税期間
の消費税に係る納税義務が免除されると
ころ、Ａ社は、当課税期間の基準期間及
びその特定期間における課税売上高が、
いずれも1000万円以下であったことから、
この点において、当課税期間は免税事業
者に該当することが見込まれます。

⑵　吸収合併に係る納税義務の免除特例
　免税事業者において、その課税期間中
に吸収合併が行われ、被合併法人の当該
課税期間の基準期間に対応する期間にお
ける課税売上高が1000万円を超えるとき、
当該合併法人は、その合併があった日か
ら同日の属する課税期間の末日までの期
間、課税事業者に該当することとなりま
す。
　この点、当課税期間の ７月 １日に、Ａ
社を合併法人及び内国法人Ｂ社を被合併
法人とする吸収合併が行われたところ、
Ａ社の当該合併に係る課税期間の基準期
間に対応する期間におけるＢ社の課税売
上高は800万円であり、上記の要件を満
たさないことから、Ａ社は、当該合併を
起因として、当課税期間中に課税事業者
に該当することはありません。
⑶　吸収分割に係る納税義務の免除特例
　免税事業者において、その課税期間中
に吸収分割が行われ、分割法人の当該課
税期間の基準期間に対応する期間におけ
る課税売上高が1000万円を超えるとき、
当該分割承継法人は、その分割があった

日から同日の属する課税期間の末日まで
の期間、課税事業者に該当することとな
ります。
　この点、当課税期間の10月 １ 日に、Ａ
社を分割承継法人及びＣ社を分割法人と
する吸収分割が行われたところ、Ａ社の
当該分割に係る課税期間の基準期間に対
応する期間におけるＣ社の課税売上高は
3000万円であり、上記の要件を満たすこ
とから、Ａ社は、当課税期間の当該分割
の日（10月 １ 日）から同課税期間の末日
（ ３ 月31日）までの期間について、分割
があった場合の納税義務の免除に係る特
例規定により、課税事業者に該当するこ
ととなります。
⑷　仕入税額控除の適用期間
　免税事業者が、合併・分割の日から課
税事業者となった場合には、当該合併・
分割があった日から同日の属する課税期
間の末日までの期間について、仕入税額
控除の規定を適用することができます。
　この点、Ａ社は、上記⑶のとおり、当
課税期間の当該分割の日から同課税期間
の末日までの期間において課税事業者と
なり、仕入税額控除の規定を適用するこ
とができることから、同期間の課税仕入
れ2000万円に基づき、仕入税額控除の計
算を行うこととなります。
⑸　課税売上割合の計算期間
　免税事業者が、合併・分割の日から課
税事業者となった場合における課税売上
割合については、当該合併・分割があっ
た日から同日の属する課税期間の末日ま
での間における資産の譲渡等の対価の額
の合計額及び課税資産の譲渡等の対価の
額の合計額を基礎として計算します。
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　この点、Ａ社は、上記⑶のとおり、当
課税期間の当該分割の日から同課税期間
の末日までの期間において課税事業者と
なることから、同期間の課税売上割合90
％に基づき、仕入税額控除の計算を行う
こととなります。

⑹　結論
　Ａ社及びＢ社の間で、当課税期間の ７
月 １日に行われた吸収合併については、
Ａ社の当該合併に係る課税期間の基準期
間に対応する期間におけるＢ社の課税売
上高が800万円であることから、Ａ社は、
当該合併を起因として課税事業者に該当
することとはなりません。
　一方で、Ａ社及びＣ社の間で、同課税
期間の10月 １ 日に行われた吸収分割につ

いては、当該分割に係る課税期間の基準
期間に対応する期間におけるＣ社の課税
売上高が3000万円であることから、Ａ社
は、当課税期間の当該分割の日（10月 １
日）から同課税期間の末日（ ３月31日）
までの期間について、課税事業者に該当
することとなります。
　したがって、Ａ社の当該分割の日から
当課税期間の末日までの期間について、
同期間（10月 １ 日～ ３月31日）に係る課
税仕入れ2000万円及び課税売上割合90％
に基づき、一括比例配分方式に基づき仕
入税額控除の計算を行うと、当課税期間
に係る控除対象仕入税額は、1800万円
（2000万円×90％）となります。

※�本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありません。
また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

《デロイト トーマツ税理士法人　タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》
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